
P

子育て支援センター

6 7

Vol.29リンクいなべ市情報誌

２　安全に暮らせるまちづくり

２-１　災害に強いまちづくり

　災害から市民の生命と財産を守り、安心して暮ら

せるまちづくりを進めることは、行政の最も基本的

で重要な役割です。本市は平成15年12月に東南海・

南海地震に係る地震防災対策推進指定地域に指定さ

れ、市内にも鈴鹿東縁断層をはじめいくつかの活断

層があり、阪神淡路大震災、新潟中越地震などの内

陸型地震への対策を総括的に検討することが必要で

す。

　「いなべ市地域防災計画」に基づき、災害発生時

の食料、水の安定供給や医療、救出体制などの整備

に加え、市外応援協定や食糧・資機材の提供に関す

る協定の締結を積極的に進めます。また、森林所有

者との間に管理協定を締結し、継続的な間伐、広葉

樹の導入など針広混交林の造成をめざし、災害に強

いまちづくりを推進します。さらに、地震災害をで

きる限り最小限にとどめる対策として、木造住宅を

対象とした住宅耐震診断、住宅耐震補強工事等に係

る総合的な助成制度についても引き続き実施します。

　藤原岳土石流につきましては、砂防ダムの建設が

継続的に実施されています。一方、平成17年12月

に県内で初めて土砂災害防止法による警戒区域の指

定を受け、警戒避難体制を防災計画に盛り込み、災

害情報を市民に提供することが義務付けられました。

これまで培った地域住民の防災に対する意識をさら

に高揚させ、他の地域の模範となるよう対策の強化

に努めます。

２-２　子どもたちの安全

　昨年、広島県と栃木県で小学生児童が下校中に殺

害されるという痛ましい事件が発生しました。市内

でも、不審者から声をかけられる事案などが発生し

ており、不審者から子どもたちを守る対策が急務と

なっています。

　小中学校では、子どもの安全確保のため防犯ブザ

ーを全ての子どもに配布し、集団下校を指導すると

ともに、警察による防犯教室や防犯訓練を実施して

います。また教職員は防犯ホイッスルを携帯し、学

校への不審者侵入に備えています。

　今後とも、警察との連携を密にし、学校、ＰＴＡ、

地元自治会やボランティアのみなさんと協力し、子

どもたちの安全、特に下校時の安全確保に努め、凶

悪犯罪から子どもたちを守ります。

２-３　環境保全

　「大量生産、大量消費、大量廃棄」がもたらした

深刻な環境汚染は、地球規模の大きな問題であり、

国は環境への負荷を低減し、安全で安心な生活が営

める持続可能な資源循環型社会の構築を進めていま

す。

　本市においても、ごみ減量化と資源リサイクルな

ど環境にやさしいまちづくりを推進していますが、

ごみの排出量は年々増加しています。

　あじさいクリーンセンターの可燃ごみ処理量も平

成16年度約1万トンで、平成５年度の開設時から2

倍となり、処理能力も限界に達しています。そこで、

容器包装リサイクル法に基づき、より一層の減量化・

資源化に努めるために、平成18年度はごみの分別方

法の統一に向け、あじさいクリーンセンターに廃プ

ラスチック減容施設を整備します。

　環境保全、ごみ減量化対策と資源リサイクルは、

市民一人ひとりの認識と地道な努力なしには達成で

きません。ご理解とご協力をお願いします。

２-４　食の安全

　現在、消費者のニーズは「安くておいしい」とい

う価格主義から「安全でおいしい」という品質主義

に移行しつつあります。市内に13ある「いなべの朝

市」は、生産者の顔が見えるよう商品に生産者の名

前を入れるなどの創意工夫により、連日賑わってい

ます。

　「いなべの朝市」をネットワーク化し、安全への

情報交換、減農薬・有機肥料による栽培指導などの

支援を図り、「安全で安心な顔の見えるいなべの農

産物ファン」の増加をめざします。

３　安心して暮らせるまちづくり

３-１　医療費の抑制

　国における医療保険各制度は厳しい財政状況が続

いており、とりわけ国民健康保険（国保）は、国民

皆保険制度を支える制度として、他の制度に加入し

ない高齢者や低所得者を多く抱えるという構造的問

題を抱えています。さらに、高齢者を中心とした医

療費が増加の一途をたどっていることから、平成16

年度における市町村国保の実質的な単年度収支決算

は、約3,300億円の赤字となっており、深刻な問題

となっています。

　本市の国保における平成16年度の一人当たりの医

療費は41万円で、一人当たりの保険料は７万４千円

と、医療費が高い北勢地域の中で、医療費は最も高

く保険料は安い地域です。この医療費と保険料の格

差を補うため、平成17年度は２億３千万円を一般会

計から特別に繰り入れています。慢性的に上昇する

医療費を抑制することと、一般会計からの特別な補

てんの削減は、国保事業の最大の課題です。医療制

度改革を見すえつつ、保健機関と連携し、健康診査

の受診促進、重複受診の抑制、レセプト点検の強化

など医療費の抑制に努め、かつ医療費に見合う適正

な保険料について議論し、国保財政の健全化をめざ

します。

３-２　次世代育成

　昨年12月に公表された人口動態統計と国勢調査の

速報値で、日本の人口が初めて減少していることが

判明し、少子化に対する危機感が高まりました。平

成16年度の本市の「女性が一生の間に産む平均的な

子どもの数」を示す合計特殊出生率は、1.32と全国

平均1.29を上回るものの低水準を示しており、「産

みやすく、子育てしやすい環境づくり」が急務です。

　平成17年2月に策定しました「次世代育成支援地

域行動計画」を軸に、子育て支援センター事業、ブ

ックスタート事業や家庭児童相談を充実させていき

ます。また、乳幼児医療費助成では、特に負担が大

きい入院分の医療費の一部負担金を、平成18年度か

ら６歳年度末（就学前）まで助成対象を拡大します。

加えて、不妊に悩んでおられる方に不妊治療助成を

実施するとともに、保健師による相談体制の充実を

めざします。

 

３-３　児童福祉

　員弁西小学校の建替えに伴う、員弁西保育園の新

築移転は平成18年度中の完成を予定しており、平成

19年度からは員弁西保育園と員弁中保育園を統合し、

新しい員弁西保育園としての運営をめざします。山

郷幼稚園は今年夏までに用地を確保し、平成19年度

に建設、平成20年度から幼稚園と保育園を一元化し

た新たな幼児施設として運営できるよう準備を進め

ます。しかし、既に用地が確保されている丹生川保

育園、大安中央保育園の建替えにつきましては、財

政や社会情勢を勘案し、平成20年以降の課題となり

ます。

　ところで、国の改革の中で、児童扶養手当など福

祉分野における補助金制度の統廃合が進み、特に、

平成16年の児童福祉法の改正により、公立保育所へ

の運営補助が撤廃され、市財政を圧迫しています。

しかし、民間保育所への運営補助は存続されており、

近隣の市においても公立保育所の民営化が進められ

ています。

　幸い、石榑保育園は3年前から社会福祉法人であ

る「いなべ市社会福祉協議会」に運営を委託してお

り、平成18年度から保育園の財産も譲渡し、名実と

もに社会福祉協議会の運営とすることによって、国

からの運営補助約1,800万円を受けられるようにな

ります。

　また、運営補助だけではなく、保育所の建設にお

いても国からの補助が全く期待できなくなりました。

従って、社会福祉法人に保育所の建設から運営の全

てを委託し、建設費を含め10数年掛けて委託料とし

て返済する民間資金活用（PFI）方式による保育所

の建設も検討し、乳幼児保育や時間外保育の充実に

努めます。安心の家「こどもをまもるいえ」の旗

防災訓練の様子


